
役員報酬等の支給基準について 
 
１ 役員の報酬及び退職手当（以下「報酬等」という。）の支給基準の決定手続（地方独立行政法

人法（以下「法」という。）第５６条において準用する第４８条第２項及び第４９条） 
 

 

 

 

  ① 支給基準の決定，公表 

 

 

 

 

 

 

 

２ 法の規定による報酬等の原則（法第５６条において準用する第４８条第１項及び第３項） 

・ 報酬等の支給の基準は，国及び地方公共団体の職員の給与，他の地方独立行政法人及び民間

事業の役員の報酬等，当該地方独立行政法人の業務の実績その他の事情を考慮して定めなけれ

ばならない。 

・ 報酬等は，役員の業績が考慮されるものでなければならない。 

 

３ 他の地方独立行政法人の役員の報酬等 

⑴ 報酬 

区分 報酬の状況 

理事長 （政令市及び大阪府の例） 

神戸市 1,939万円以内 

福岡市 1,821万円 

大阪府 1,922万円 

 

⑵ 退職手当 

区分 退職手当の状況 

常勤の役員 ・１年につき3.84月分 

福岡市 

・１年につき3.6月分 

神奈川県 

・１年につき1.5月分 

岐阜県，那覇市 

・１年につき1.0月分 

東京都，山梨県，長野県，静岡県，岡山県 

・退職手当不支給 

神戸市，宮城県，秋田県，山形県・酒田市，大阪府及び佐賀県 

 

注 職員を兼ねる場合，職員としての退職手当を受けることとされている

（ただし，東京都の役員及び那覇市の理事長については，職員を兼ねる場

合であっても，職員としての退職手当は支給せず，役員としての退職手当

を支給することとされている。）。 

非常勤の役員  全法人共に不支給 

法  人 市  長 
② 届出（H23.4.1 付け） 

③ 通知 

（H23.4.1 付け） 事前に案(本日の案)を作成。

H23.4.1 の法人成立時に決定， 

公表 

評価委員会 

④ 意見があれば申出 

事前（本日）に，評価委員会の第三

者機関としての客観的，専門的な見

地から，基準が社会一般の情勢に適

合しているか審議し，意見があれば 

市長に申出 
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